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2023年 8月 15日 

フィリピンの 2023 年 7 月の消費者物価指数（ＣＰＩ） 

フィリピン統計局（ＰＳＡ）発表の 7 月の消費者物価指数（ＣＰＩ、2018＝100）は前年同月比
+4.7％となり、1 月（＋8.7％）以降 6 か月連続で鈍化し、2022 年 3 月（＋4.0％）以来、16 か月
ぶりの低水準だった。2022 年 7 月の同指数は同＋6.4％だった。2023 年 1～7月期のＣＰＩは前年同
期比+6.8%で、フィリピン政府の目標レンジ（2～4%）を上回る高水準だった。 

前年同月比上昇率については、食品・非アルコール飲料が前月の+6.7％から 7 月には+6.3％へ、家
賃・水道・電気・ガス・その他も前月の+5.6％から+4.5％になり、減速傾向に拍車がかかった。また、運輸は、
前月の-3.1%から 7 月には-4.7%へと低下率が強まった。食品とエネルギーを除くコアインフレ率は前月の
+7.4％から+6.7％へと鈍化した。これにより、2023 年 1～7 月期の平均コアインフレ率は前年同期比＋
7.6％となった。なお、2022年 7月のコアインフレ率は前年同月比+3.9%だった。 

国家経済開発庁のバリサカン長官は、「エルニーニョによる現在の気象混乱がインフレや経済に今後も影響
を及ぼさないように、政府は主要商品の需給状況を積極的に監視している。政府は物価の高騰を防ぎ、フィ
リピン人家庭の購買力を保護し、経済の回復と勢いを維持するために必要な措置を講じる。」と説明した。  

 

消費者物価指数上昇率（対前年同月比；％） 

 
出所：フィリピン統計局（PSA）、ブルームバーグ 
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